
 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【一般 A-6-2】  教育方法・教育課程➁ 

司会：樋口 直宏（筑波大学） 

 

１２：３０～１３：３０   戦後の学校教育における文集の意義 

            ―東京都杉並区立小・中学校の文集を中心に― 

〇稲井 達也（大正大学） 

〇有働 玲子（聖徳大学） 

  

１３：３０～１４：００ 探究の共同体と教師の位置付け 

            ―P4C と PhiE の比較― 

〇後藤 美乃理（東京大学） 

 

１４：００～１４：３０ 教育における視覚の優位性の相対化と聴覚の意義 

            ―アイディの視覚主義論に着目して―            

〇神林 哲平（立正大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【一般 A-6-3】  教育方法・教育課程➂ 

司会：柴田 好章（名古屋大学） 

 

１２：３０～１３：００   社会情動的スキルの育成における倫理的価値に関する教育の 

必要性 

            ―より包括的な心の教育を目指して― 

〇山本 夏希（上智大学大学院） 

  

１３：００～１３：３０ 「実践的探究」を志向する日本の教育研究における近年の展開

〇宮島 衣瑛（広島大学大学院） 

 橋本 拓海（東京大学大学院） 

 

１３：３０～１４：００ グループ探究で交わされる問いの目的と内容、関係の水準 

            ―社会構成主義的視点から見た向社会性に係る力動的教育活動 

―            

〇藤居 真路（広島文化学園大学） 

 

１４：００～１４：３０ 変革的エージェンシーの形成に向けたチェンジラボラトリーに

関する研究             

―小学校教師へのインタビューから見えてきたこと―            

〇白數 哲久（昭和女子大学） 
 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【一般 A-8-2】  教科教育➁ 

司会：藤田 晃之（筑波大学） 

 

１２：３０～１３：００   道徳教育における生き方の追求についての検討３ 

            ―仏教者の価値との向き合い方を手掛かりに― 

〇安部 孝（名古屋芸術大学） 

  

１３：００～１３：３０ 外国語（英語）教育における“談話標識”の取り扱いに関して 

〇大竹 政美（北海道大学） 

 

１３：３０～１４：００ 中学校国語科における社会的志向性の形成に関する分析 

            ―説明的文章教材を用いた授業実践データから―            

〇山田 美都雄（宮城教育大学） 

 

１４：００～１４：３０ 社会科授業における「特異な才能のある生徒」への教育のあり方           

―参与観察とインタビューを通して―            

〇小貫 篤（埼玉大学） 
 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【一般 A-9】  発達と教育  

司会：西岡 加名恵（京都大学） 

 

１２：３０～１３：３０   非認知能力に関する研究動向の分析 

            ―現代及び戦後の研究を中心に― 

〇町山 太郎（玉川大学（非）） 

〇廖  穎彤（日本大学大学院） 

〇塩川 雄満（日本大学大学院） 

〇北野 秋男（日本大学） 

  

１３：３０～１４：００ 保育者に求められる社会人基礎教育としての文章表現 

            ―文章作成・表現Ⅰを通して― 

〇早川 礎子（日本ウエルネススポーツ大学） 

 

１４：００～１４：３０ 「学力核」という仮説 

            ―全国学力・学習状況調査データを活用した構造方程式モデリ 

ング―            

〇田端 健人（宮城教育大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【一般 A-14-2】  教師教育➁ 

司会：濱田 博文（筑波大学） 

 

１２：３０～１３：００   ドイツにおける教員養成制度の改革動向 

            ―教育実習の位置づけを中心として― 

〇松田 充（兵庫教育大学） 

  

１３：００～１３：３０ 教職課程における学びを教師の仕事に生かすことに関する学生

の意識 

〇細川 和仁（秋田大学） 

 

１３：３０～１４：００ 教育実習生を指導する学校現場の教師教育者の資質能力の育成            

―イギリスの大学における教員養成の理念実現への挑戦―           

〇田中 里佳（三重大学） 

 

１４：００～１４：３０ リンダ・ダーリング＝ハモンド（Linda Darling-Hammond）の

「学習者中心の学校」モデルの検討         

〇織田 泰幸（三重大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～14:30 

【一般 A-15】  社会教育・生涯学習  

司会：中嶋 哲彦（愛知工業大学） 

 

１２：３０～１３：００   大学における生涯学習支援:日韓比較の観点から 

〇金 亨善（中央大学） 

  

１３：００～１３：３０ フランスにおける非識字対策の変遷 

―1980 年代前半から2013 年の国家の大義に選定されるまでの 

期間に着目して― 

〇川端 映美（大阪大学） 

 

１３：３０～１４：００ 異地域で暮らす中高生交流による地域創生探究学習 

―持続可能な社会の実現に向けた『ワクワクみらい会議』― 

〇渡邊 雄貴（板橋区立西台中学校） 

 

１４：００～１４：３０ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～14:30 

【一般 A-17】  カウンセリング・教育相談  

司会：伊藤 秀樹（東京学芸大学） 

 

１２：３０～１３：００   児童生徒の精神的ストレスの客観的評価を目指して 

―想定段階における自律神経活動および呼吸循環動態の変化― 

〇毛利 空広（中部大学） 

 平手 裕市（中部大学） 

 小嶋 和恵（中部大学） 

 

１３：００～１３：３０ こころの自己調整を育む予防的プログラムへの取り組み 

―指導案に適切に反映するためのコツ― 

〇押山 千秋（北陸先端科学技術大学院大学） 

 西村 拓一（北陸先端科学技術大学院大学） 

  

１３：３０～１４：００ 子ども・若者の自死をめぐる諸問題 

―その歴史・現状と理論的課題― 

〇前島 康男（元東京電機大学） 

 

１４：００～１４：３０ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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一般研究発表【A】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【一般 A-18-2】  特別支援教育・特別ニーズ教育➁ 

司会：越野 和之（奈良教育大学） 

 

１２：３０～１３：００   オーストラリア・クイーンズランド州の多元的なインクルーシ

ブ教育 

            ―先住民教育に焦点を当てて― 

〇原田 琢也（金城学院大学） 

 濱元 伸彦（関西学院大学） 

 堤  英俊（都留文科大学） 

  

１３：００～１３：３０ 日本型才能教育システムの構造と機能 

            ―ギフテッド教育との異同に着目して― 

〇関内 偉一郎（昭和女子大学） 

 

１３：３０～１４：３０ 生活モデルにおける児童発達支援の質再考察 

            ―（教育的タクト）概念を手がかりに―            

〇鮎澤 俊平（森ノ宮医療大学） 

〇石田 真夕（ウェルビー株式会社・京都大学大学院） 
 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【テーマ B-2-2】  学校のリアリティと教育改革の課題➁ 

司会：太田 知実（明治大学） 

 

１２：３０～１３：００   ビーガン・インクルーシブな教育に向けての課題 

〇丸山 啓史（京都教育大学） 

 

１３：００～１３：３０ 「障害の人権モデル」を用いたインクルーシブ教育システムの

ための教員研修/授業を構想する 

            ―パターナリズム、チャリティモデルから脱却するために― 

〇村田 観弥（立命館大学） 

  

１３：３０～１４：３０ 日本で暮らすムスリムの子どもたちの教育をめぐる研究の現在

地 

〇千田 沙也加（中京大学） 

              〇内田 直義（就実大学） 

            〇松本 麻人（名古屋大学） 

            〇服部 美奈（名古屋大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【テーマ B-6-2】  教育学の問い直し➁ 

司会：児美川 孝一郎（法政大学） 

 

１２：３０～１３：００   「環境教育思想史」研究序説 

            ―1980 年代の水俣を手掛かりに― 

〇佐野 良介（東京大学大学院） 

  

１３：００～１３：３０ 障害児通園施設「ひまわり教室」から見る共生概念の再検討 

〇金成 陽世（東京大学大学院） 

 

１３：３０～１４：００ 1970 年代後半の国民教育研究所（民研）における学力調査の展

開過程             

〇渡邊 真之（お茶の水女子大学） 

 

１４：００～１４：３０ 教員の離職をめぐるナラティブ・アプローチ 

〇伊勢本 大（松山大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【テーマ B-7-2】  子ども問題と教育・福祉➁ 

 司会：木戸口 正宏（北海道教育大学） 

仲田 康一（法政大学） 

 

１２：３０～１３：３０   生活困難層家族の教育戦略のその後 

―公営団地における継続インタビュー調査報― 

〇小澤 浩明（東洋大学） 

〇栗原 和樹（東京大学・日本学術振興会） 

〇前馬 優策（広島経済大学） 

〇松田 洋介（大東文化大学） 

〇三浦 芳恵（鹿児島大学） 

山田 哲也（一橋大学大学院） 

 

１３：３０～１４：００ 貧困世帯の子どもの学習支援に取り組む大学生は、＜社会問題

の教育化＞にどのように向き合っているのか 

〇松村 智史（名古屋市立大学） 

  

１４：００～１４：３０ 子どもの貧困は政策アクターにどのように認識されているか？

―2023 年国会議員調査の分析― 

〇末冨 芳（日本大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～14:30 

【テーマ B-9】  Educational Issues from Global Perspectives 

司会： 佐藤 仁（福岡大学） 

       藤村 祐子（滋賀大学） 

 

１２：３０～１３：００   Global Leadership Programs at Japanese universities 

―a survey of co-curricula undergraduate programs― 

〇バンキン サム（東京大学） 

 

１３：００～１３：３０ Bridging Identities: Navigating Cultural Integration, Career 

Education, and Support Policies for Immigrant Generations 

in Japan 

〇マヤ カオタル（筑波大学） 

  

１３：３０～１４：００ Professional Learning of Rural Teachers in China 

―Preliminary Insights from Different Career Phases― 

〇张 觉琛（広島大学） 

 

１４：００～１４：３０ 

１３：３０～１４：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～14:30 

【テーマ B-10】  高校探究学習の構造と実践  

司会：高橋 亜希子（南山大学） 

 

１２：３０～１３：００   「総合的な探究の時間」を支えるカリキュラムマネジメント 

―学校アンケート調査に基づく実態分析― 

〇川妻 篤史（桐蔭横浜大学） 

 

１３：００～１３：３０ 正課授業と正課外活動の連携とエージェンシー醸成 

―批判的思考力と創造性の育成に着目して― 

〇布柴 達男（国際基督教大学） 

  

１３：３０～１４：００ 自己開示のツールとしての聴き書きの有効性 

―共愉的関係を育む探究学習による地域と高校の再接続― 

〇畑井 克彦（（公）集団力学研究所） 

 

１４：００～１４：３０ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【テーマ B-11】  日本の学校教育における音楽の存在理由 

司会：多和田 真理子（國學院大學） 

藤井 康之（奈良女子大学） 

 

１２：３０～１３：００   学校音楽におけるヘルバルト主義受容 

〇杉田 政夫（福島大学） 

 

１３：００～１３：３０ 小学校音楽における美的陶冶論 

〇藤井 康之（奈良女子大学） 

  

１３：３０～１４：００ 新制高等学校における校歌の継承と再制定 

―伝統とジェンダーをめぐって― 

〇須田 珠生（小樽商科大学） 

 

１４：００～１４：３０ 「歌う身体」の記憶 

―昭和戦前期の学校儀式体験― 

〇有本 真紀（立教大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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テーマ型研究発表【B】 8 月 23 日（土） 

 

8 月 23 日（土） 12:30～15:00 

【テーマ B-12】  地域コミュニティと教育 

司会：丹間 康仁（筑波大学） 

岡 幸江（九州大学） 

 

１２：３０～１３：００   公設型学習塾における持続可能性の検討 

―地域づくり、学校づくりの文脈による考察― 

〇照井 将人（長野大学大学院） 

 

１３：００～１３：３０      学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）のこれから 

            ―「地域とともにある学校」は企業による CSV 経営といかに

接合し得るか― 

〇早坂 淳（長野大学） 

  

１３：３０～１４：００ 地域史学習における自治体史誌と高等学校図書室 

―広島県の事例を中心に― 

〇鴨頭 俊宏（広島大学） 

 

１４：００～１４：３０ 地域づくり・まちづくり論における住民の学習の位相 

〇荻野 亮吾（日本女子大学） 

 

１４：３０～１５：００ 討論 

  



 

Ⅲ プログラム 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【1】戦後の「地方カリキュラム」と「地方学力テスト」の研究 

―全国調査による資料の収集・整理・検討から― 

企 画 者：高橋 寛人 （石巻専修大学） 

司 会 者：高橋 寛人 （石巻専修大学） 

報 告 者：金馬 国晴 （横浜国立大学） 

北野 秋男 （日本大学） 

指定討論者：山口 満  （筑波大学（名誉）） 

     

《趣 旨》 

占領下、地域の特性や子どもの興味関心に基づくカリキュラム編成が可能になり、全国の学校でカリキ

ュラムの研究と開発が行われました。また、ＣＩＥや地方軍政部が標準学力テストを推奨したため、全国

各地の教育研究所や教育委員会で学力テストが開発され実施されました。   

金馬国晴・安井一郎・溝邊和成氏により『戦後初期コア・カリキュラム研究資料集』が 2018～22 年に

刊行されました。当時の全国の学校のカリキュラム資料が収録されています。「東日本編」第 1～3 巻、「西

日本編」第 4～7 巻、「附属学校編」第 8～9 巻、「附属学校編補遺・境界編」第 10 巻、「中学校編」第 11

～13 巻、「諸団体編」第 14～15 巻、「補遺・一般校編」第 16 巻です。   

北野秋男氏による『戦後学力テスト研究資料集』は「北海道・東北地方編」「関東地方編」「北信越・東海

地方編」「関西編」「中国・四国編」「九州・沖縄編」の全６巻で 2024～25 年の刊行です。戦後地方で独自

に実施された標準テストの開発・実施に関する資料を集録しています。   

これら 2 つの研究資料集の資料は、学校、教育研究所・センター、教育委員会、県立・市町村立図書館

などに調査に赴いたり、当時の学校や担当者・司書から提供を受けて収集したものです。  集録された膨

大な資料を多くの研究者に自らの研究関心に応じて活用していただき、教育課程や学力に関する研究の発

展を図りたいと思います。   

そこで 2 つの研究資料集の作成・編集者に、資料集作成の方針、資料収集のプロセス、集録資料の内容、

これまでの分析などを報告してもらいます。そして、研究資料集の活用の方法や可能性について、カリキ

ュラム研究、学力研究、教育史研究など教育学の様々の観点から検討したいと考えます。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【2】教育学の研究・教育における倫理的問題を考える 

企 画 者：勝野 正章 （東京大学大学院） 

      寺崎 里水 （法政大学） 

      伊藤 健治 （札幌大学） 

報 告 者：勝野 正章 （東京大学大学院） 

      寺崎 里水 （法政大学） 

      伊藤 健治 （札幌大学） 

     

《趣 旨》 

本学会の倫理委員会は、2023 年 8 月 26 日に改訂・施行された日本教育学会倫理綱領の附則(3)に基

づき、教育学の研究・教育における倫理的問題に対応するために設置された。このラウンドテーブルでは、

倫理委員 3 名が普段の研究・教育のなかで感じたり、考えたりしている倫理的問題について話題提供し、

その後、参加者の問題意識や経験を交流することにしたい。話題提供の内容は、デジタル化・AI の発展に

伴って生じている研究・教育上の倫理的問題、子どもの権利救済に関する研究と活動に関わる倫理的問題、

子どもが主体として参加する研究（research with children）の倫理的問題、研究・教育の場におけるハラ

スメントと学会が果たすべき役割などであるが、当日はこうした話題提供のテーマに限らず、自由に様々

な倫理的問題について共に考えあえるようにしたいと考えている。そうした対話を通じて、本学会の倫理

綱領の意義と内容を改めて認識し、更なる改訂の必要性や倫理理員会の今後の活動への示唆を得ることが、

本ラウンドテーブの目的である。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【3】篠原助市は「国家」をどう語ったか 

―新カント派哲学と教育学との交錯― 

企 画 者：深見 奨平 （宮崎大学） 

      宮本 勇一 （岡山大学大学院） 

      佐藤 宗大 （玉川大学） 

報 告 者：深見 奨平 （宮崎大学） 

      宮本 勇一 （岡山大学大学院） 

      佐藤 宗大 （玉川大学） 

      下山 史隆 （京都大学大学院／日本学術振興会特別研究員） 

指定討論者：桑嶋 晋平 （日本女子大学） 

 

《趣 旨》 

 戦後教育学は「国家か国民か」という二項対立的な図式を前提に、国家と教育との関係を否定的に捉え

てきたと言われる。今日、このような二項対立を解消し、教育理論の中に国家の役割を定位する試みがな

されてきている。教育の公共性、グローバリゼーション、市民社会と国民国家の関係等、様々な文脈で教

育に対する国家の役割が問われる中、こうした研究は高い意義をもつ。   

この現代的な問題関心を共有する企画者らは、これまで戦前期に日本の教育学体系の構築を成した教育

学者・篠原助市の新カント派哲学受容について研究してきた。篠原は 1920 年代から新カント派のナトル

プやヴィンデルバント、および歴史学派のディルタイらに依拠して教育学の体系化を図ったが、1930 年代

以降は国家主義への傾倒を強めていったと言われている。  

しかし、企画者らによる篠原文庫調査では、篠原が日本民族論的な文献を大量に所持しながらも、1930

年代にはほとんど手を付けていないことがわかっている。また、篠原の新カント派読書には、ナトルプの

社会国家主義的な著作への言及を避けるなど、意図的な取捨選択も見られる。これらの事実を踏まえ、1930

年代の篠原が国家主義に傾倒することなく、その教育学体系の中に国家を理論的に位置づけようとしてい

た可能性を見出したい。   

本ラウンドテーブルでは、まず企画者による篠原文庫調査および主に 1930 年代における国民形成論に

ついての報告を行う。続いて、勝田守一の教育学の視点から桑嶋晋平氏に、新カント派哲学の視点から下

山史隆氏にご意見をいただく。その後、参加者との討議を行う。   

なお本ラウンドテーブルは科学研究費助成事業 基盤研究(C)23K02061「篠原助市教育学の形成過程に

関する教育学説史的研究：新カント派受容に着目して」および基盤研究(B)24K00017「昭和戦前期におけ

る新カント派価値哲学の展開・意義・特色」の支援を受け行われる。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【4】チェンジラボラトリー  

―文化・歴史的活動理論にもとづく教育研究の新しい方法― 

企 画 者：山住 勝広 （関西大学） 

報 告 者：山住 勝広 （関西大学） 

山田 直之 （関西大学） 

朝倉 恵  （関西大学大学院） 

楊  晨  （関西大学大学院） 

 

《趣 旨》 

 チェンジラボラトリーは、文化・歴史的活動理論にもとづき、自分たちの活動システムを自分たち自身

で形作ろうとする人びとの拡張的学習に介入し、その過程を促進・支援する具体的な研究方法である。こ

こで拡張的学習とは、現在の自分たちの活動の矛盾を乗り越え、活動システムをいかに変革していくかを

学ぶ、新しいタイプの学習である。   

フィンランド、ヘルシンキ大学のユーリア・エンゲストロームの研究グループによって 1990 年代半ば

に生み出されたチェンジラボラトリーは、デザインベース研究のような多くのリニアな介入研究とは根本

的に異なる、参加型でボトムアップの独創的な研究法として、近年、国際的な注目を浴びている。   

チェンジラボラトリーでは、実践者・関係者と研究者が集まり、参加型の分析とデザインを行う熟議の

セッションを連続して開き、自分たちの活動システムの変革に協働で取り組んでいく。こうした一連のセ

ッションが、参加者の拡張的学習を引き起こし支援するのである。そこでは、拡張的学習を生み出すため

のさまざまな手立てが準備される。こうしてチェンジラボラトリーでは、自分たちで、現実の核心的な矛

盾を分析し、実践の「最近接発達領域」を探し出し、新しい概念を形成しながら、具体的な実践を実行して

いく、参加者自身による協働の拡張的学習が創発されていく。   

本ラウンドーブルでは、次のような報告により、チェンジラボラトリーが教育研究の新しい方法として

もちうる可能性について検討し、提起していきたい。  

・山住勝広「拡張的学習を生み出すチェンジラボラトリーによる新しい教育研究」  

・山田直之「教職課程担当教員の力量形成としてのチェンジラボラトリー：『教育研究』と『教員養成』

の交差点で拡張的学習を捉える」  

・朝倉恵「高等学校の探究的学びにおけるチェンジラボラトリー導入プロセスの検討」  

・楊晨「中国におけるチェンジラボラトリー研究の動向」 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【5】これからの授業作りに向けた実践の記述と分析 

―「初志の会」の実践とエスノメソドロジー・会話分析の対話から― 

企 画 者：五十嵐 素子 （北海学園大学） 

報 告 者：五十嵐 素子 （北海学園大学） 

鎌田  和宏 （帝京大学） 

齊藤  和貴 （京都女子大学） 

森   一平 （日本大学） 

 

《趣 旨》 

 度重なる教育改革の流れにおいて学校教育に様々な期待が寄せられるなか、授業の省察の手法も変化に

対応したものが求められている。本企画では、社会科の初志をつらぬく会（以下「初志の会」とする）とエ

スノメソドロジー・会話分析という異なるアプローチが対話することで、日本の授業研究の取組が残して

きた豊かな蓄積を引き継ぎながら、その記述・分析の方法を、実践と研究の双方においていかに発展させ

ることができるのかを考えたい。   

まずは、日本の授業研究の蓄積の一例として、「初志の会」のアプローチに光を当てる。戦後の社会科教

育黎明期に端を発し、実践家たちが授業記録を丹念に読み解き、子ども理解を中核に据えた授業作りを探

求してきたこの伝統は、今日の授業研究の基盤の一端を形成しているといえる。とりわけ、授業における

事実を見つめることを徹底し、それをもとに個々の児童・生徒の背景や課題を深く読み取り、その理解か

ら授業づくりを構想しようとする姿勢は、現場の教師の力量形成を促す姿勢として広く共有されてきたも

のといえる。本企画ではこうした手法を改めて振り返り、その意義を再確認する。   

次に、近年日本の研究者によって授業分析に取り入れられてきた分析アプローチとして、エスノメソド

ロジー・会話分析（EMCA）を取り上げる。この手法では会話のみならず、教材・教具、黒板といったもの

を媒介とした教師と児童・生徒のやりとりが丹念に書き起こされ、相互行為を通じた、授業規範の様相や、

相互理解の達成、知識共有のプロセスが詳細に分析されてきた。このような手法がどのようなものかを紹

介し、これからの学校教育において、教員の授業づくりに活かす可能性について検討する。   

本ラウンドテーブルでは、上記の趣旨のもと各氏にご報告いただき、参加者とともに議論を深めていき

たい。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【6】アメリカにおける公教育と教職の再検討 

―政治的分断のなかで問われる応答性― 

企 画 者：間篠 剛留 （日本大学） 

司 会 者：西野 倫世 （滋賀大学） 

      森本 和寿 （大阪教育大学） 

報 告 者：長嶺 宏作 （埼玉大学） 

      宮口 誠矢 （東北大学大学院） 

      古田 雄一 （筑波大学） 

 

《趣 旨》 

 近年アメリカにおいては、政治的分断が深刻化するなかで公教育が大きく揺らぎ、教職の専門性も再検

討を迫られている。教育内容やカリキュラムのあり方が激しく争点化し、教員の発言や職務そのものが党

派的対立のなかで評価・攻撃の対象となっている。教育が中立的な営みであると前提することはもはや困

難であり、教職の専門性に対する信頼や社会的承認は分裂した状況に置かれている。 

こうした政治的・社会的分極化のもとで、公教育の制度設計もまた大きな転換を迎えている。連邦政府

の主導性が後退し、「ローカル・アカウンタビリティ」と呼ばれる地域主導の教育改革の在り方が顕在化し

ている。この過程では、知事と議会の党派の違いや地域社会内の利害の分裂など、複雑な力学が交錯する

が、同時に地域の現実に即した教育と教職のあり方を模索する機会が生まれているともいえる。また、ホ

ームスクーリングなど制度の外縁にある実践も拡がり、部分的に学校と接続する事例も見られるようにな

った。学校の教師にも多様な学びへの理解が求められるようになり、教職の専門性は制度内に閉じず、家

庭や地域との関係の中で動的に構築されつつある。さらに、教育内容の正統性や公共的議論の場としての

学校の役割も問われ、専門性は知識の伝達を超えて、社会における応答的な関係性のなかで再定位されつ

つある。  

本ラウンドテーブルでは、政治的分断のただなかにある現代アメリカにおいて、公教育と教職が果たす

べき役割と、その専門性のあり方を再検討する。とりわけ、制度的資格や知識の体系によって構成される

専門性ではなく、子どもや市民、保護者といった教育の受け手との間で築かれる応答性を中核に据え、社

会的信頼をいかに再構築しうるかを問う。学校制度の境界が揺らぎ、教育の意味自体が一致しがたい時代

にあって、教職が果たしうる公共的意義と責任のかたちを捉え直す視座を探りたい。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【7】「つくる」という営みに見いだす保育の可能性 

―お茶の水女子大学附属幼稚園での実践を手がかりにして― 

企 画 者：酒井 朗   （上智大学） 

      横井 紘子  （十文字学園女子大学） 

報 告 者：酒井 朗   （上智大学） 

      横井 紘子  （十文字学園女子大学） 

佐藤 寛子  （お茶の水女子大学附属幼稚園） 

      佐々木 麻美 （お茶の水女子大学附属幼稚園） 

      辻谷 真知子 （お茶の水女子大学） 

      松島 のり子 （お茶の水女子大学） 

 

《趣 旨》 

 現行の幼稚園教育要領には、幼児期の教育は「幼児期の特性を踏まえ，環境を通して行うものであるこ

とを基本とする」とある。幼児が主体的に環境に関わることを通して、幼児期にふさわしい生活が展開さ

れ、幼児にとって必要な体験が得られるように、教師は計画的に環境を構成する必要がある、とされてい

る。  

ただし、現行の要領では「幼児期にふさわしい生活」や、発達に「必要な体験」の具体的な内容は示され

ていない。要領の文言は抽象的・形式的であり、実際の保育内容や保育環境をどのように具体化していく

かは、各園の創意工夫に委ねられているとも言える。  

その中で、お茶の水女子大学附属幼稚園（以下お茶大附属幼稚園）は、子どもたちが主体的に遊ぶこと

を重視している園であり、「ものをつくる」子どもの営みを重視してきた。2023・2024 年度の園の実践研

究『「つくる」がうまれる暮らし』は、「つくる」体験の意義を子どもの側から問うものであるが、これは幼

児期に「必要な体験」の具現として、「つくる」という体験を提示しているといえる。この実践研究は、子

どもが「つくる」体験の意味と、「つくる」営みを意味づけ支える教師の「まなざし」を明らかにするとと

もに、「つくる」を通して子どもが自分の世界を広げ、深めていくプロセスと背景を描いている。  

本企画は、この実践研究が幼稚園の教育課程編成に対して持つ意義を検討する。この実践研究の成果を

踏まえ、現行要領にある「幼児期にふさわしい生活」や子どもの発達に「必要な体験」とは何かについて、

さらに、それらを計画し、指導・評価する保育者の役割について問い直し、幼児教育の今日的課題とこれ

からの幼児教育の在り方について考察する。 当日は最初にお茶大附属幼稚園の教員から実践研究の内容を

報告し、それを踏まえて哲学、教育史学、教育学の視点から、本実践研究の意義について報告した上で、参

加者と協議を進めていきたい。  

  



 

Ⅲ プログラム 

 

 

57 

ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【8】想像力をときはなつ 

―社会を変えるアート/教育はいかにして可能になるのかー 

企 画 者：上野 正道  （上智大学） 

桐田 敬介  （武蔵野学院大学） 

司 会 者：桐田 敬介  （武蔵野学院大学） 

報 告 者：木村 浩則  （文京学院大学） 

      近藤 真子  （文教大学） 

      園部 友里恵 （三重大学大学院） 

指定討論者：田村 恵美  （東京家政大学） 

      亘理 陽一  （中京大学） 

 

《趣 旨》 

 アメリカ合衆国の教育哲学者マキシン・グリーン（1917-2014）の晩年の主著である Releasing the 

Imagination: Essays of the Arts, Education, and Social Change の初訳が 2025 年 3 月になされた。

当訳書の邦題は『想像力をときはなつ──アートと教育が社会を変える』とされている。この副題は、マ

イノリティ、マジョリティの生きる異なる生活世界に響いている「声」（voice）に人々とともに耳を澄ま

せるアートを中心にした教育が、自他に内在化された無自覚な抑圧に気づく「衝撃」（shock）を受けとめ

させ、所与の社会に複数の不可視かつ周縁的な現実性が実在することの自覚を深める「公共圏」（public 

sphere）を構成する手立てとなること、すなわち「社会変化」（social change）への想像力を喚起するこ

とをより明示するものとなっている。 

本ラウンドテーブルでは、グリーンが共通の分母を持たぬ人々の間でなお共通世界を構成する複数主義

（pluralism）への情熱を持っていたことを範とし、異質な観点を持つ報告者による、アートを介して想像

力をときはなつ教育思想・教育実践への提言を行う。具体的には、木村会員がグリーンの教育思想と演劇

を媒介とする学校・社会教育の観点から、近藤会員が音楽づくりによってエージェンシーを涵養する音楽

教育の観点から、園部会員がジェンダー意識への自覚を深める即興演劇のワークショップを通じた教師教

育の観点から、それぞれの専門領域がいかに想像力の喚起を促すものであるか論じることを試みる。そし

てこれらの報告を踏まえ、田村会員に教育格差と教育方法学の観点から、亘理会員に英語教育と教育方法

学の観点から、いまだ実現し得ていない公共圏の構成への道筋を討論する主題を提示いただき、議論の場

を開くことを試みる。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【9】学校改革・学校改善を追求する授業研究の論点 

─二つのアプローチを対比して─ 

企 画 者：奥村 好美           （京都大学大学院） 

鈴木 悠太           （東京科学大学） 

報 告 者：奥村 好美           （京都大学大学院） 

鈴木 悠太           （東京科学大学） 

指定討論者：Sarkar Arani Mohammad Reza （名古屋大学） 

            野村 和之                     （千葉大学） 

 

《趣 旨》 

授業研究は、2000 年頃から国際的に認知されるようになり、直接的・短期的な学習指導の改善にとどま

らない、文化的営みである学習指導の長期的・漸進的な改善（Stigler & Hiebert, 1999）や、教室レベル

にとどまらず学校レベル、時に全国レベルでの教育改善（Lewis, 1998）を生み出しうる意義が注目されて

きた。本ラウンドテーブルは、授業研究を自覚的・意図的に学校レベルの改革・改善につなげるためには、

いかなるアプローチが考えられるのか、そこでの論点は何かという問いに取り組むことを目的とする。 

本ラウンドテーブルの契機は、これらの問いに取り組み、国際的にその知見を発信した２冊の著書――

鈴木悠太による Reforming Lesson Study in Japan: Theories of Action for Schools as Learning 

Communities（Suzuki, 2022）、奥村好美による Educational Evaluation and Improvement in Japan: 

Linking Lesson Study, Curriculum Management and School Evaluation（Okumura, 2023）――にあ

る。Suzuki（2022）は、なぜ教師たちが授業研究の改革を中心に「学びの共同体」としての学校改革を追

求し、そこで何が生じていたのかに焦点を合わせている。一方、Okumura（2023）は、いかに授業研究、

カリキュラム・マネジメント、学校評価をつないで教育の質を改善しうるのかに焦点を合わせている。ど

ちらも日本国内の学校における授業研究実践の礎によっている。両者のアプローチを対比的に検討し、そ

れらの共通性や差異を探究することが本ラウンドテーブルの主題に迫る上で鍵を握るだろう。   

具体的には、鈴木と奥村がそれぞれのアプローチの特筆すべき点をクリティカルに検討した上で、国際

的に教育学研究を展開してきた Sarkar Arani Mohammad Reza と野村和之を交えたディスカッションを

行う。さらに、この二つのアプローチにとどまらない今後の授業研究の可能性について、フロアも交えた

活発な議論を交わしたい。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【10】高校教育機会の現状と未来を考える 

企 画 者：相澤 真一  （上智大学） 

      児玉 英靖  （洛星中学・高等学校） 

      香川 めい  （大東文化大学） 

司 会 者：荒井 英治郎 （信州大学） 

報 告 者：相澤 真一  （上智大学） 

      児玉 英靖  （洛星中学・高等学校） 

      香川 めい  （大東文化大学） 

 

《趣 旨》 

生徒たちが高校教育を受ける機会をめぐる社会環境が急激な変化にさらされている。最も根源的な変化

の要因は少子化である。少子化によって、公立、私立を問わず、学校の存続が難しくなる事例が全国で噴

出している。ここでの機会の配分をめぐって、私立高校も含めた所得制限のない授業料無償化の導入や公

立高校の併願の検討などが政治的課題にもなってきている。一方で、21 世紀に入ってからの高校の統廃

合、2010 年代の高校無償化政策の導入といった政策に対して十分な実証的評価が行われておらず、日本

の教育学研究者の集まりである教育学会が政策提言に対して有効な見地を持っているかというと、いささ

か心もとないところがある。  

そこで、2014 年に『＜高卒当然社会＞の戦後史』を出版し、その後も東アジアの中等教育拡大と少子

化、公立と私立の配分構造の解明、私立高校の少子化の対応、もとから小規模校の多かったカトリック高

校の研究などをそれぞれ進めてきた著者たちが再度集まり、声を聴き合うラウンドテーブルを設けたい。 

統計的な数字から見えるもの、地域として見えるもの、職場としての高校から見えるもの、多面的に見え

る高校教育機会の現状と未来について、１．統計的な数字の整理、２．特徴的な県の動き、３．学校経

営・学校運営からの観察などを報告した上で、気軽に意見を交換できる場としたい。  
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【11】移民生徒の公教育への包摂 

─国際比較から考える教育機会と母語・母文化の保障─  

企 画 者：額賀 美紗子 （東京大学大学院） 

報 告 者：額賀 美紗子 （東京大学大学院） 

      三浦 綾希子 （中京大学） 

      布川 あゆみ （東京外国語大学） 

      徳永 智子  （筑波大学） 

      金  侖貞  （東京都立大学） 

      髙橋 史子  （東京大学） 

 

《趣 旨》 

21 世紀に入り、グローバル化と技術革新を背景とした人々の国際移動は一層加速し、先進諸国は移

民・難民の流入をかつてない規模で経験している。日本も例外ではない。外国人労働者の家族呼び寄せと

定住化が進む中、日本に暮らす移民の子どもの数はこの 30 年間で急増している。こうした人口構成の変

容を背景に、移民の子どもたちの教育機会とウェルビーイングをいかに保障し、受け入れ社会への統合を

いかに促すかは、日本を含む先進諸国にとって喫緊の課題である（OECD 2021）。   

このような課題に対して、公教育の包摂性には大きな期待が寄せられている。学校に通うことを通じ

て、移民の子どもたちは受け入れ社会で必要とされる言語、知識、スキルを獲得し、自らのケイパビリテ

ィを拡張することが可能になるとされる。一方で、国内外の多くの研究は、学校が移民の子どもたちに十

分な教育機会を保障できておらず、むしろ社会的不平等の再生産装置となっている側面を指摘している。       

本ラウンドテーブルでは、日本、韓国、台湾、ドイツ、スウェーデンの 5 カ国を対象に、増加する移民

生徒を公教育に包摂するため、各国の学校が講じている方策を、教員や政策関係者などステイクホルダー

へのインタビューデータをもとに検討する。分析の第一の視角は、「中退予防」である。近年の文部科学

省の調査によれば、日本語指導を必要とする生徒の高校中退率は、全体と比べて著しく高い。こうした状

況について学校現場の教員はどのように認識し、制度的・実践的に対応しているのかを検討する。第二の

視角は、「母語・母文化の保障」である。日本では移民の子どもたちの母語や母文化を「子どもの権利」

として位置づける視点が希薄であるが、諸外国ではこれを公教育の中で積極的に支援する例が見られる。

各国の制度や実践を参照しながら、日本の学校が移民生徒の包摂に向けて有する強みと課題について検討

を深めたい。    
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【12】日本の学校・家庭・社会の貧困化と DEI の遅れ 

―国際学力調査 PISA と全国学力・学習状況調査のデータサイエンスからー 

企 画 者：田端 健人  （宮城教育大学） 

司 会 者：市瀬 智紀  （宮城教育大学） 

報 告 者：田端 健人  （宮城教育大学）  

      市瀬 智紀  （宮城教育大学） 

      本図 愛実  （宮城教育大学）  

平  真木夫 （宮城教育大学） 

指定討論者：山田 美都雄 （宮城教育大学）  

      原田 信之  （中京大学） 

 

《趣 旨》 

 日本の学校と社会の貧困化は危機的であり、DEI（Diversity Equity Inclusion）には深刻な遅れがある。

これは、私たちがこれまで大規模学力調査を分析して得たショッキングな知見である。この危機的状況を

等閑に付していれば、日本の学校と社会は取り返しのつかない負のスパイラルに入ってしまう。あるいは

もう陥っているかもしれない。この危機感から本ラウンドテーブルを企画した。   

まず、この危機意識のもとになる各種指標の分析結果を提示する。例えば、PISA2022 の ESCS 指標

（Economic Social Cultural Status: 経済社会文化的背景）で、日本は 81 参加国・地域の平均以下であ

り、韓国との差は大きい。ジェンダー・ギャップでは、数学的リテラシーの学力値に男女差がないにもか

かわらず、「数学的推論と 21 世紀的な数学に対する自己効力感」の低さや「数学に対する不安」の高さで

日本の生徒には大きな課題があり、特に女子は驚くほどの程度に達している。日本の学校では、特に理数

教科の学びの意味喪失が進んでおり、特に日本女子で深刻である。エスニシティについては、日本や韓国

は欧米諸国とは比べ物にならないほど閉鎖的である。こうした DEI の遅れは、不登校やいじめ問題等とも

連動するだろう。   

データを国際比較すると、韓国、ドイツ、イギリス、オーストラリアが対照国として興味深く見えてく

る。例えばドイツは、移民の受け入れにより、学力値と ESCS が低下しているが、学校への帰属意識や協

働学習や共感性が非常に高く、エスニシティのインクルージョンに成功しているように見える。こうした

分析結果も、本ラウンドテーブルで示したい。   

また、ESCS 低下がどのような悪影響や悪循環をもたらすかを、様々な変数との相関や学力構造分析に

より数量的に示すとともに、学校現場のどのような現実となって現れるか、校長経験者への聞き取り調査

から質的データでも示す予定である。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【13】教師の専門性と自律性の制度的保障における教員スタンダードの意義と限界 

―米国ワシントン州の実践を教科・内容から再検討する― 

企 画 者：藤村 祐子 （滋賀大学） 

司 会 者：遠藤 貴広 （福井大学） 

      堀田 諭  （埼玉学園大学） 

報 告 者：藤村 祐子 （滋賀大学） 

            佐藤 仁  （福岡大学） 

      黒田 友紀 （日本大学） 

      川口 広美 （広島大学大学院） 

      朝倉 雅史 （筑波大学） 

指定討論者：木場 裕紀 （東京電機大学） 

 

《趣 旨》 

 教職の専門性および自律性の確保に向け、米国では「教職の専門職化」と「アカウンタビリティ」という

二重の論理を内包した教員スタンダード政策が展開されてきた。日本でも近年、教員スタンダードの導入

が注目され、それが専門性と自律性の保障として機能するのか、あるいはアカウンタビリティを基盤とす

る政策的文脈に取り込まれるのかが重要な論点となっている。 

本ラウンドテーブルでは、米国ワシントン州を事例に、教育行政から独立した教職専門基準委員会（PESB）

が教員スタンダードをどのように策定し、教員養成や研修にいかに活用しているかを検討する。検討では、

「教科（subject）」および「教育内容（content）」の視点を導入することで、教員・教育行政関係者や大

学教員など多様なアクターの関与に加え、教科教育を取り巻く法制度、文化、政治的力学といった多層的

要因がスタンダードに与える影響を明らかにする。 

たとえば、教科・教育内容領域の教員スタンダードは、州教育監督局が作成する「子どもの学習基準」と

の整合性が求められるため、PESB は教科・教育内容に関する専門家の組織化だけでなく、専門家間の対立

調整や合意形成のマネジメントも担う。  

このような策定・活用プロセスの分析を通じて、教職の専門性および自律性の理解を再構成することが

可能となる。それは、専門性を単なる教員スタンダードの明示ではなく、そして自律性を単なる行政から

の独立ではなく、制度的・文化的・政治的要因との交渉を通じて構築される動的かつ関係的な概念として

捉える視座の提示である。本ラウンドテーブルを通じて、従来の教員スタンダード研究の限界を明らかに

し、教職の専門性および自律性の理論的再定義に向けた契機を提供したい。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【14】教師教育・研修プログラムの開発に関する日蘭共同研究 

―オランダ教師教育の現状と課題― 

企 画 者：辻  直人  （和光大学）  

      田村 真広  （日本社会事業大学） 

      上森 さくら （金沢大学大学院） 

      持田 洸   （富山大学） 

司 会 者：辻  直人  （和光大学） 

報 告 者：田村 真広  （日本社会事業大学） 

      上森 さくら （金沢大学大学院） 

      持田 洸   （富山大学） 

 

《趣 旨》 

 本研究は、日本とオランダの研究者・教育者によって新たな教師教育・教員研修プログラムの模索と開

発を行うことを目的とする（科研費課題番号：25K05847）。そのきっかけとなったのが、日本人教師金森

俊朗の教育論や実践から学びたいオランダの教育関係者が 2023 年より始めた金森集会である。  

ユネスコの”Global Report on Teachers” (2024)が示すように、世界の教師不足は日本だけでなく世界

的な問題となっており、オランダも例外ではない。オランダの学校教育は理想的な環境と評されることが

多いが、教師不足と同時に教師の資質について危機感を抱いている人たちもいる。  

そのような状況の中、2023 年から上述の金森集会が始まった。石川県の元小学校教師金森は 2003 年放

映の NHK ドキュメンタリー「涙と笑いのハッピークラス 4 年 1 組命の授業」で世界的に評価された。

2012 年にはオランダで 17 回の講演を行い、同国内で広く知られている（金森、辻󠄀『学び合う教室 金森

学級と日本の世界教育遺産』第 3 章参照）。 

本企画者の一部（辻󠄀、田村、上森）も参加した 2023 年 9 月の金森集会（Wijchen 市）では金森の教育

論について触れながら、参加者 25 名が教師のライフストーリーを共有し合い、レジリエンス（回復力）を

高める試みが行われた。2024 年 9 月には第 2 回集会が Ede 市で開催され、参加者は 90 名を超えた。同

集会を案内した SNS には 1000 人を超える人が登録していることからも、多くの教育関係者に同集会が注

目されていることが分かる。  

日本の教育実践を世界に発信し、交流の機会を設けることで教師のレジリエンスを高めようとする試み

は、今後の日蘭両国における現職教員研修の新しいあり方の検討に寄与すると考える。 今回は、オランダ

での金森集会に至るまでの経緯と金森俊朗の受容実態、オランダ教師教育に関する実態をより広い視野で

明らかにした上で、この日蘭共同研究がどのような意義を持つのかについて論じる。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【15】探究と乳幼児教育 

―園・大学・行政の協働の可能性とその意義― 

企 画 者：小玉 亮子  （お茶の水女子大学） 

司 会 者：小玉 亮子  （お茶の水女子大学）   

報 告 者：浅井 幸子  （東京大学） 

野澤 祥子  （東京大学） 

清重 めい  （東京大学）  

山岸 日登美 （まちの保育園 こども園 ペダゴジカルチーム ディレクター JIREA ボード） 

 

《趣 旨》 

 ジャン・ジャック・ルソーは、「繰り返して言おう、教育は誕生とともに始まる」と彼の著書である『エ

ミール』の中で論じている。この言葉を借りて「探究は誕生とともに始まる」といってみてはどうだろう

か。そして、この二つの文章を踏まえるなら、乳幼児教育と探究の関係について、私たちは正面から議論

する必要があるのではないだろうか。   

現在、高等学校の教科名の中で「探究」という言葉が使われるようになっており、中学校でも小学校で

も総合的な学習の時間におけるキーワードは「探究」である。これに対して、現在の『幼稚園教育要領』の

中ではかろうじて探究心という言葉が散見される程度に過ぎない。しかし、そもそも乳幼児が世界を探求

していることはよく知られていることではないだろうか。乳幼児が指をしゃぶり、手のひらを眺め、目の

前のものを触って動かしてみている光景は、乳幼児を知る人ならば容易に目に浮かぶ。このことからも子

どもたちが生まれた時から、この世界をさまざまにアプローチし、探究しているということはすぐに理解

できるのではないか。   

この世界についての探究は生まれた時から始まっているという立場から、幼児教育のあり方を考えると

いうのが本ラウンドテーブルの目的である。その際に参照するのは、レッジョ・エミリアの幼児教育であ

り、そこにインスパイアされた幼児教育実践である。そこでは、ゴールが設定され、そこへ向けた道筋が

準備された教育ではなく、子どもたちの問いから始まる子どもと大人がともに構築する文化実践の試みが

なされている。   

2023 年度より東京都において、幼児教育における探究活動の試みが後押しされてきた。この試みのう

ち、福生市の聖愛幼稚園とすみれ保育園で進められている実践を具体的に検討しながら、幼児教育におけ

る「探究」について、実践の試みと、それを可能にする園と大学と行政との協働の可能性とその意義につ

いて議論を試みたい。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【16】イタリアにおけるインクルーシブ教育の魅力と課題 

―日米との比較をふまえて― 

企 画 者：髙橋 春菜  （盛岡大学） 

司 会 者：髙橋 春菜  （盛岡大学） 

報 告 者：大内 進   （星美学園短期大学） 

      大内 利彦  （横浜市特別支援学校教員） 

      黒澤 こと美 （神奈川県政策局） 

      羽山 裕子  （滋賀大学） 

      杉野 竜美  （神戸医療未来大学） 

      徳永 俊太  （京都教育大学） 

 

《趣 旨》 

本ラウンドテーブルの趣旨は、日本の実態に照らして、イタリアにおけるインクルーシブ教育の魅力と

課題の両面について、具体的に問題提起すること、これらをきっかけとして、今後のありかたを新たな可

能性として模索することである。学校、地域、行政の観点から、現地調査を通じて見えてきた具体的事項

を提示しつつ、イタリア社会や教育の背景を踏まえた議論を目指す。  

また、アメリカの実態と分析という第３軸を参照することで、日本及びイタリアの特徴の輪郭を多角的

に浮き彫りにしつつ、より豊かな展望を描くことができると考える。 
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【17】教育の制度と身体、あるいは自由について 

企 画 者：佐藤 晋平 （文教大学） 

      桐村 豪文 （大阪教育大学） 

      馬場 大樹 （鳴門教育大学） 

 

《趣 旨》 

 教育制度を形作っているのは公的な権力か、それともそれ以外のなにかか？   

前者の視点から、教育制度・行政・政策等の諸研究は公的権力や公的セクターを研究対象とすることに

固有の意義があるかのように研究群を構成してきた。だが教育の政策・行政が昨今のような迷走状況では、

公的権力の衰退と別の力の浮上を真剣に検討しなければならない。真に重要なのは、消費文化・情報テク

ノロジー・資本主義の巨大な影響下にある社会、そしてそこを生きる身体のありようだろう。現代社会の

諸力の影響下で、気づいたときにはすでに強くなにかを欲望しまた忌避している、私たちの身体。公の権

威がそこに迎合し失墜するのに、民主主義の名はある面では有効に機能しているだろう。   

一般社会を生きる消費者のみならず、子どもも保護者も、教師も、政治家も、みな現代の社会の諸力に

飲み込まれているなかで、面倒な議論・葛藤を必要とする民主主義とそこへの教育を、公的機関は葛藤を

忌避する諸身体の欲望へ屈することなくまだ権威づけることができるのか？身体の欲望を捕捉するテクノ

ロジーが社会レベルで柔軟なシステム（制度）を張り巡らせることができるなら、公的権力は教育制度を

形作る機能を社会（≒市場？）に譲るべきか？あるいは反対に、身体の次元から考え始めて教育制度のなん

らかの公的性格へたどりつくことはできるだろうか？   

以上のような問題意識から、本ラウンドテーブルでは教育制度・行政・政策と身体の接点を考える。実

験的な研究でもあり、巨大な問題意識に比してわずかなことしか提示できない可能性はあるが、教育政策・

行政を駆動させる諸権力と身体の共犯関係／緊張関係や、身体の次元からの考察で見えてくる教育制度の

姿などに迫る視点を示せれば、と思う。さまざまな研究領域の方々と意見を交換したいと考えている。  
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ラウンドテーブル   8 月 23 日（土）  15：30～17：30 

【18】ポスト・ソビエト諸国における教育学研究動向 

―“Decolonization”と”New Knowledge” という視点からの検討― 

 

企 画 者：澤野  由紀子      （聖心女子大学） 

司 会 者：白村  直也       （岐阜大学） 

報 告 者：澤野  由紀子      （聖心女子大学） 

MISOCHKO GRIGORY  （京都外国語大学） 

タスタンベコワ クアニシ （筑波大学） 

木之下 健一       （目白学園大学） 

黒木  貴人       （福山平成大学） 

 

《趣 旨》 

 ソビエト社会主義共和国連邦(ソ連)解体から 34 年、国際情勢が大きく変化するなかで、旧ソ連から独立

した諸国の教育学研究はどのような方向に進んでいこうとしているのだろうか。1990-2000 年代はロシア

を中心にソビエト教育科学の影響を払拭し、研究のテーマや研究方法において北米と西欧の教育学研究に

学び、グローバルな学界に積極的に参入する動きがみられたが、近年は研究者の世代交代も進む中

で”Decolonization”や”New Knowledge”という概念が教育学研究の内容・方法の見直しの論議において用

いられることが多くなっている。本ラウンドテーブルでは、報告者がそれぞれ注目している旧ソ連の国・

地域と研究の専門領域の最新の教育研究の動向を中心に話題提供を行いながら、こうした視点の妥当性に

ついて検討する。 
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プログラム 第二日 

８月 25 日（月） 
 

 

 

 

 

課題研究Ⅰ 

総会 

日本教育学会奨励賞授賞式 

公開シンポジウム
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課題研究Ⅰ 8 月 25 日（月） 9：00～12：00 

 

課題研究Ⅰ 

人口減少社会における地域と学校・大学 

企画趣旨 

 日本の人口減少はコロナ禍を経て加速し、2024 年に国内で生まれた日本人の子どもは 70 万人を下回る

と推計されている。これは統計のある 1899 年以降、過去最少にあたる。 

 このような人口減少社会日本において、学校・大学の統合・改廃、教育の地域的再編は、教育政策におけ

る重要かつ喫緊の課題となっている。すでに 2015 年には、文部科学省から「公立小学校・中学校の適正

規模・適正配置等に関する手引」が出され、全国で、学校統廃合や、実質的な統廃合である小中一貫の義務

教育学校の設立が進められてきた。高校でも同様に「適正規模」化が推し進められている。また、2024 年

度末の中央教育審議会「我が国の「知の総和」向上の未来像（答申）」では、「規模」の適正化、「アクセス」

の確保、「質」の向上を掲げつつ、教育・経営改革への支援と並んで、縮小・撤退の支援が打ち出された。

このような状況にあって、どうすれば、学校づくりと地域づくり、初等中等教育と高等教育を架橋して、

人口減少社会の未来を切り拓いていくことができるだろうか。 

 本研究課題では、初等教育、中等教育、高等教育、社会教育それぞれの専門家に、人口減少社会における

地域と学校・大学の現状と課題・展望を論じていただく。丹間康仁氏は、国と地方自治体の学校適正規模・

適正配置の政策が、「地方創生」（地方消滅）政策を背景にしつつ、良くも悪くも学校教育中心で進められ

ていることの課題を指摘するとともに、人口減少社会における地域教育環境の維持方策について議論する。

草原和博氏は、一見すると、厳しい状況に置かれているかにみえる地方の地域、小さな学校、少ない教室、

分断された個が、デジタルを利用して越境的に協働し、新たな共同性と市民性を構築していく姿を描き出

す。篠原岳司氏は、過疎地における高校教育の機会保障（高校の存続）が、地域における学習権保障のみな

らず、自治体の持続可能性や地域振興にも関わっていることを、いくつかの自治体や高校の例を交えて報

告する。濱中淳子氏は、近年の審議会における地域と大学の問題に関する議論を整理し、設定されていた

視点の限界を浮き彫りにするとともに、別の視点を加えたときにどのような課題やシナリオが提示される

か、その試論を展開する。 

 それぞれのフィールド・専門分野からの多角的な話題提供をふまえ、フロアのみなさまとともに人口減

少社会の現状を把握し、未来を切り拓く議論の場としたい。 

 

登壇者 

丹間 康仁（筑波大学）「地域教育体制の持続と学校統廃合―社会教育学の観点から―」 

草原 和博（広島大学）「学校の越境とデジタル公共圏の構築―社会科教育の観点から―」 

篠原 岳司（北海道大学）「過疎地における高校教育の機会保障—教育行政学の観点から―」 

濱中 淳子（早稲田大学）「地域と大学をめぐる政策論議の検証－高等教育研究の観点から―」 

 

司会 

松下佳代（京都大学） 亘理 陽一（中京大学） 
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総会・日本教育学会奨励賞授賞式 ８月 25 日（月） 12：45～14：35 

  

総会 

日本教育学会奨励賞授賞式 

 

総会は、上智大学四ツ谷キャンパス 6 号館 101 教室およびオンライン会議システム Zo

om によるハイフレックス形式で開催します。総会の議事次第と資料、Zoom URL は、８

月中旬ごろに、会員マイページ （https://service.gakkai.ne.jp/solti-asp-member/my

page/JERA）でお知らせします。ご確認下さい。 

なお、すべての審議事項の終了後に、日本教育学会奨励賞（Young Scholar Award JE

RA 2025）の授賞式を行います。 

 

 

日  時：2025 年 8 月 25 日（月） 12:45-14:35 

開催方法：現地会場（対面）とオンライン Zoom のハイブリッド 
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公開シンポジウム 8 月 25 日（月） 15：00～18：00 

 

公開シンポジウム 

学習指導要領改訂と教育学研究 

 

2024 年 12 月 25 日、文部科学大臣から中央教育審議会に対し「初等中等教育における教育課程の基準

等の在り方について」諮問がなされ、学習指導要領等の改訂作業が開始されることになった。具体的に審

議を求められている事項は多岐にわたるが、たとえば以下の事項などは、教育学の各分野の知見に基づい

た議論や提案が可能であり、またしっかりと行われるべきであろう。 

 

・各教科等の中核的な概念等を中心とした、目標・内容の一層分かりやすい構造化をどのように考えるか。 

・デジタル学習基盤の活用を前提とした、資質・能力をよりよく育成するための各教科等の示し方につい

てどのように考えるか。 

・「主体的に学習に取り組む態度」をはじめ観点別学習状況の把握をより豊かな評価につなげるためどのよ

うな改善を行うべきか。 

・各教科等の標準授業時数に係る柔軟性や学習内容の学年区分に係る弾力性を高めることのほか、単位授

業時間や年間の最低授業週数の示し方についてどのように考えるか。 

・各学校が編成する一つの教育課程では対応が難しい子供を包摂するシステムの構築に向け、教育課程上

の特例を設けること等についてどのように考えるか 。 

・教育基本法、学校教育法等に加え、こども基本法の趣旨も踏まえつつ、国家や社会の形成者として、主体

的に社会参画するための教育の改善についてどのように考えるか。 

・新たな学びにふさわしい教科書の内容や分量、デジタル教科書等の在り方をどのように考えるか。 

 

 なお、同日には「多様な専門性を有する質の高い教職員集団の形成を加速するための方策について」

も諮問がなされており、教育課程と教員養成を同時進行で議論することになった。これらの条件整備も含

めての教育課程の基準の見直しである点が、今回の改訂では特に重要である。 

 本シンポジウムでは、8 月の大会開催時点までの中央教育審議会等における検討状況や経緯を振り返り、

その意義や課題について教育学の研究成果を踏まえて議論することを通して、今後の学校教育の在り方と、

そのための望ましい教育課程の基準とは何かについて深めていきたい。 

 

話題提供 

秋田喜代美（学習院大学） 堀田龍也（東京学芸大学） 貞広斎子（千葉大学） 

 

指定討論 

広田照幸（日本大学） 佐久間亜紀（慶應義塾大学） 

 

司会  

奈須正裕（上智大学） 
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プログラム 第三日 

8 月 26 日（火） 
 

 

 

 

課題研究Ⅱ 

課題研究Ⅲ 

若手交流会 
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課題研究Ⅱ 8 月 26 日（火） 9：00～12：00 

 

課題研究Ⅱ 

教 育 に お け る 社 会 正 義 と 公 正 性 ─ 包 括 的 教 育 機 会 の 保 障 を 目 指 し て ―
（ Socia l  Just ice  and Equi ty  in  Educat ion:  The  Path  to  the  

Comprehensive  Educat ional  Oppor tuni ty）  

 

企画趣旨 

 課題研究Ⅱでは、昨年度に引き続き、「教育における社会正義と公正性（Social Justice and Equity in 

Education）」をテーマとしながら、公教育保障のあるべき姿を検討したい。グローバリゼーションの到

来とネオリベラリズムの猛威のなかで、経済格差、教育格差の克服が国際的な教育研究の課題となってい

る。日本においては教育保障をめぐる問題が、子どもの貧困対策等に吸収され、格差を生み出す競争を前

提に、その競争のスタート地点に立たせるための施策が「教育と福祉」との連携の名のもとに展開されつ

つある。学校外での学習支援事業の展開、夜間中学の設置、特別な教育課程にもとづく外国ルーツの子ど

もへの日本語教育など、メインストリームの「外」での教育機会を拡大する動きが加速している。しかし

ながら、多様な教育ニーズはメインストリームの「外」で回収されるべきなのか？教育保障とは、競争へ

の参加を保障することなのか？また子どもの教育保障をめぐる課題を「教育と福祉」に分離して考えるこ

とは教育の射程をあまりにも狭く解していないだろうか？この問いに「包括的教育機会

（Comprehensive Educational Opportunity）」という観点からアプローチすることが本課題研究の趣旨

である。 

 この企画にあたっては、第一に包括的教育機会概念の提唱者であるコロンビア大学のマイケル・レベル

教授（Michael A. Rebell）より、米国における教育保障論をめぐる最前線の課題について報告をいただ

く。貧困層の教育保障にあたり必要とされる無償給食や医療提供などは本来的に福祉として実施されるも

のではなく、それを含め教育への権利なのだとレベル教授は説く。また、自らが訴訟代理人を務めたニュ

ーヨーク州の教育財政訴訟において、州最高裁判所が保障されるべき教育を「有能な市民（productive 

citizen）」となるにふさわしい教育と定義したことをもとに、これを提供する義務を州政府に問い続けて

いる。レベル教授の提起から、権利として保障されるべき公教育とは何かを検討したい。第二に、包括的

な教育保障政策のモデルとして知られる北欧の状況について、イェーブレ大学のタチアーナ・ミハイロヴ

ァ准教授（Tatiana Mikhaylova）とダニエル・ペッターソン教授（Daniel Pettersson）からご報告いた

だく。疑似バウチャー制度の導入以降、スウェーデンでは教育格差が広がり、学力保障が課題とされてき

た。一方で、放課後に学校内で提供されている無償の宿題サポートについては、福祉的な政策を装いなが

ら、学校教育のアウトソーシングともとれる現象が生じている。学力を数字(numbers)でとらえる政策を

批判的に論じてきた 2 人の知見から、学校の社会的機能を改めて考えたい。第三に、上記の米国と北欧か

らの提起にもとづき、日本の教育保障をめぐる問題について髙橋哲会員（大阪大学）より提起いただく。

日本国憲法 26 条に定められた「教育を受ける権利」の内実を日本の教育学はいかに論じてきたのか？ま

た、子どもの貧困や外国ルーツの子どもの教育保障をめぐり、「人権としての教育」はいかに論じられて

きたのかを検証する。日本で議論されている教育保障は「最低限」を前提として狭く解され、なおかつ、

本来子どもの教育保障に必要な要素を「福祉」の問題として外在化していないかを問いたいと思う。 

 これらの報告をもとに、教育の社会正義と公正概念をめぐる日本固有の論点とともに、各国に共通する

公教育保障をめぐる課題をフロアとともに検討したい。 

 

登壇者 

マイケル・レベル（コロンビア大学）     タチアーナ・ミハイロヴァ（イェーブレ大学） 

ダニエル・ペッターソン（イェーブレ大学）  髙橋 哲（大阪大学） 

 

司会 

北田 佳子（埼玉大学） 林 寛平（信州大学） 
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課題研究Ⅲ 8 月 26 日（火） 13：00～16：00 

 

課題研究Ⅲ 

なぜ、日本の公教育は、不自由で非包摂的なのか？（その 2） 

―「権利保障」を問うー 

 

企画趣旨 

 近代教育学は「権利」や「自由」、「平等」といった近代的な政治概念をもとに教育を構想してきた。と

りわけ日本の戦後教育学は発達や学習の権利を保障するという枠組みで子どもたちの権利保障を考えてき

た。だが、権利保障はつねに包摂的であるわけではない。例えば、自由権の保障が自己決定論等に接続さ

れることで、公教育は不自由で非包摂的な場になりうる。また、発達保障を目指す運動が分離教育を促進

してきたという批判は、分離か統合かという二元論の図式を強化してきた。誰がいかなる立場で誰のどの

ような権利を保障するのか。そもそも権利を保障するという枠組み自体が、保障する者とされる者の権力

関係を生み、抑圧的な場を構成しているのではないか。〈差異〉を認め、その〈保障〉を取り決める諸実

践が、とりわけ公教育制度と結びつくとき、その場はなぜ不自由で非包摂的となってしまうのか。あるい

はそうした諸実践を〈権利の保障〉と捉えることそれ自体に、近代的な政治概念に孕まれた足枷がついて

まわっているのではないか。 

 以上の問題関心を背景に、本研究課題では様々な学問領域から〈権利保障〉を問うてみたい。教育方法

学の視点から、川地亜弥子氏には権利保障を様々な仕方で展開してきた教育実践の歴史に基づいて、権利

を保障することの背後にある願いや葛藤を掘り起こしてもらう。教育哲学の視点から、室井麗子氏には自

由を保障することが統治に原理となってきた生政治の歴史をふまえつつ、ケア的関係を含み込む教育のあ

り方を提起してもらう。教育行政学の視点から、石井拓児氏には福祉国家から新自由主義体制へと移り変

わる中で、権利保障と公教育制度が法制的にいかに結びつくのかを論じてもらう。教育社会学から、清水

睦美氏には言語的マイノリティの子どもに対する「学力保障」という名の日本語保障が包摂的排除につな

がることをふまえて、ともに学び合う場をどのように構想するのかを報告してもらう。 

 

登壇者 

室井 麗子（岩手大学）「教育哲学の観点から」 

石井 拓児（名古屋大学）「教育行政・教育法学の観点から」  

川地 亜弥子（神戸大学）「教育実践研究の観点から」 

清水 睦美（日本女子大学）「マイノリティ研究の観点から」 

 

司会 

石井 英真（京都大学） 

杉田 浩崇（広島大学） 
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若手交流会 8 月 26 日（火） 16：15～18：15 

 

若手育成委員会主催 若手交流会 

「教育研究者の多様な仕事と醍醐味」 

 

本企画は、教育研究者の仕事や醍醐味の多様性に注目している。教育研究者という言葉を広い意味で捉

えることで、そのキャリアの可能性が幅広く認識されるのではないだろうか。このような理解により、ア

ーリーキャリアの研究者が将来のビジョンの視野を広くもつこと、また、教育研究者が互いに学び合い、

幅広い連帯が準備されることを期待している。本企画では、多様な仕事に就く教育研究者による話題提供

（全体会）と、話題提供者も交えた少人数での議論や交流（グループセッション）の場を設けたい。 

 

■プログラム■ 

【 話 題 提 供 】豊田 貴紀（仙台市総務局 人材育成部人事課 主事）  

飯島 裕希（お茶の水女子大学 附属高等学校 教諭） 

        野呂（中島）朋子（国際機関 教育コンサルタント） 

 

【 指 定 討 論 】佐久間亜紀（若手育成委員会委員長・慶應義塾大学） 

【コーディネーター】鈴木 悠太（若手育成委員会・東京科学大学） 

西野 倫世（若手育成委員会・滋賀大学） 

影山奈々美（若手育成委員会・東京大学・院生） 

 

【 スケジュール 】 

＝＝（第１部 全体会）＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

16:15-16:25 開会・趣旨説明（10 分間） 

16:25-17:15 話 題 提 供（50 分間） 

17:15-17:25 説 明・移 動（10 分間） 

＝＝（第 2 部 グループセッション）＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

17:25-17:45 グループごとに議論・交流１（20 分間） 

17:45-18:05 グループごとに議論・交流２（20 分間） 

18:05-18:15 総括・閉会（10 分間） 

 

【 開 催 方 法 】 

第１部全体会（17:25）まではハイブリッド（対面＆オンライン）で、第２部

グループディスカッション以降は対面のみで開催させていただきます。 

 ご参加予定の方は、右の二次元コードより事前参加登録をお願いいたします

（当日参加も歓迎いたします）。 
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Ⅳ 学会事務局からのお知らせ 

 

日本教育学会 特別課題研究・課題研究委員会・地区研究活動 

報告書・資料集頒布のお知らせ 

 

○特別課題研究 

101 教育改革の総合的研究 第１集                       ［2001 年 8 月］  500 円 

102 教育改革の総合的研究 第２集                         ［2002 年 8 月］  500 円 

104 教育改革の総合的研究 第４集                         ［2004 年 8 月］  800 円 

203 教師教育の再編動向と教育学の課題 研究集録〈２〉      [2006 年 8 月]  500 円 

301 教育改革の国際比較                                  ［2007 年 9 月］ 3,400 円 

302 教育研究における東アジアの歴史認識             [2009 年 8 月]  500 円 

303 東アジアの教育－その歴史と現在－（資料集）         [2011 年 8 月]  500 円 

304 東アジアの教育－その歴史と現在－（最終報告書）       [2012 年 8 月]  500 円 

305 現職教師教育カリキュラムの教育学的検討           [2012 年 9 月]  500 円 

309 東日本大震災と教育－原発・エネルギー問題の教育実践課題を中心として－ 

[2013 年 2 月]   無料 

401 スクール・セクハラ問題の総合的研究                     [2017 年 5 月]   500 円 

 

○課題研究委員会 

Ｄ－2  「人間の尊厳と共生」の教育研究（平和教育・環境教育資料付）    [2002 年 8 月]   500 円 

 

○地区研究活動  

東北－11 新しい時代の学校システムを考える 

―教育のグローバル化への国際バカロレア(IB)の可能性―   [2017 年 3 月]  300 円 

東北－12 新しい時代の学校システムを考える―大学と地域連携の新たな課題― 

 [2018 年 3 月]  300 円         

東北－13 新しい時代の学校システムを考える―大学入試改革の理念と実態― 

  [2019 年 3 月]  300 円 

東北－14 新しい時代の学校システムを考える―戦間期の教育政策変容から現代を問う― 

[2020 年 3 月]  300 円                    

東北－15 新しい時代の学校システムを考える―教育と福祉の連携を問い直す― 

 [2022 年 3 月]  300 円                                                               

東北－16 新しい時代の学校システムを考える―『令和の日本型学校教育』における教員研修の再検討― 

[2023 年 3 月]  300 円  
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東北－17 新しい時代の学校システムを考える―小規模特認校制度の可能性と課題を問う― 

[2024 年 3 月] 300 円 

関東－1 学校での人権侵害としてのセクシャル・ハラスメントをどう防ぐか  [2006 年 8 月]  300 円 

関東－3 中学生・高校生のセクシュアル・マイノリティの子どもたちと教育に関する研究・実践動向／ 

男女共学制下のジェンダー平等教育―北関東諸県を中心に― 

                               [2009 年 8 月] 300 円 

関東－4 シンポジウム「環境教育の新たな展開と課題」        [2011 年 6 月] 300 円 

関東－5 教員養成において教育学教育の果たす役割            [2012 年 8 月] 300 円 

関東－6 スクール・セクハラ問題と教育学の課題            [2013 年 3 月] 300 円 

関東－7 見えない学力格差の是正―子どもの放課後の学びの支援―      [2014 年 5 月] 300 円 

関東－8  学校教育とセクシュアリティ問題―多様な性と教育にどう向き合うか―    

 [2017 年 7 月] 300 円 

*関東-2，9 は複写で頒布。次ページ参照。 

東京－4  シンポジウム「教師教育改革を問い直す」             [2019 年 8 月] 300 円 

中部－1 教養と学力                                [2011 年 6 月] 350 円 

近畿－8 災害の記憶と教育―阪神・淡路大震災の想起と追想をめぐる討議― 

                             [2013 年 7 月] 300 円 

 

近畿－9 私の教師生活４－戦後教育実践に学ぶ－            [2017 年 8 月] 300 円 

近畿－10 私の教師生活 5―戦後教育実践に学ぶ―              [2018 年 6 月] 300 円 

近畿－11 特別支援教育の現場における保護者と学校のズレはどこから生まれるのか？ 

 [2019 年 4 月] 300 円 

近畿－12 私の教師生活 6―戦後教育実践に学ぶ―              [2019 年 8 月] 300 円 

中国－9 全国学力調査を教育の改善にどう生かすか／教育研究の細分化は何をもたらしたか 

（公開シンポジウム・研究会 成果報告書）        ［2008 年 4 月］ 300 円 

中国－11 リスク社会の捉え直しと教育の課題                [2013 年 7 月] 300 円 

中国－12 次世代の教師を育てる教員養成関連授業の可能性－教育学と教科教育学の対話と協働－ 

[2015 年 8 月] 300 円 

中国－13 社会保障と教育の接続をめぐって                [2018 年 3 月] 300 円 

四国－11 「日常」と教育理論－教育学的「実験」国家としての旧東ドイツ  [2017 年６月] 300 円 

四国－12 シンポジウム報告書「教員養成改革の方向性」                [2017 年６月] 300 円 

中国・四国－1 教育格差と教員養成の課題              [2020 年 4 月] 300 円 

中国・四国－2 学校の日常が突然に引きはがされたとき 

－戦争、自然災害、パンデミック下の学校教育－       [2021 年 3 月] 300 円 

中国・四国－3 ポストコロナの教育を展望する               [2021 年 11 月]  300 円 
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中国・四国－4  SDGs 時代の教育 

―教育・学習における変革・変容（transformation)にどう向き合うか ― 

[2021 年 3 月] 300 円 

中国・四国－5  子どもの多様性を包摂する保育・教育をめざして 

[2023 年 11 月] 300 円 

○そのほか資料コピー 

以下の資料は冊子が在庫切れのため、1 枚 10 円で資料コピーを頒布いたします。 

複写-1 「戦後教育学の遺産」の記録（資料集 No.1）         [2013 年 8 月] 610 円

（61 枚） 

複写-2 ＜日本教育学会・公開シンポジウム＞原発事故・放射能被災を学校教育はどう受け止めるか 

［2014 年 3 月］ 690 円（69 枚） 

複写-3 東日本大震災と教育に関する研究（全体編その１） 

―子ども、園・学校は津波被災と原発災害にどう向きあったか、向きあっているか― 

                                  ［2014 年 3 月］ 1,730 円（173 枚） 

複写-4 「戦後教育学の遺産」の記録（資料集 No.2）   ［2014 年 8 月］    570 円（57 枚） 

複写-5 東日本大震災の大津波被災とその後を子ども・教師・学校はどう生きているか  

［2015 年 1 月］ 420 円（42 枚） 

複写-6 養護教諭が体験した東日本大震災 

ー地震と津波発生時、避難所運営と避難者ケア、学校再開後の子どもたちのケアと教育ー 

［2015 年 2 月］ 440 円（44 枚） 

複写-7 東日本大震災とそれ以降における教育委員会や学校の状況に関する調査報告書  

［2015 年 3 月］ 870 円（87 枚） 

複写-8 東日本大震災と教育に関する研究（全体編その 2） 

ー「3.11」以降の子ども・教師・学校の経験と実践・支援・政策・研究の課題ー 

         ［2015 年 3 月］ 2,510 円（251 枚） 

複写-9 「戦後教育学の遺産」の記録（資料集 No.3）   ［2015 年 8 月］  480 円（48 枚） 

 

複写-10（関東-2） 教育学 meets クィア・スタディーズ―<大学教育とクィア>に関する諸課題を考え

る― 

［2008 年 3 月］ 290 円（29 枚） 

複写-11（関東-9） 平和教育研究のこれまでとこれから―日本教育学会の役割を考える― 

＊SOLTI の会員マイページで無料公開中  ［2023 年 5 月］ 220 円（22 枚） 
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【申し込み方法】 

・下記申込先まで、E-mail または Fax にて希望する冊子の番号・記号と送付先住所をお知らせくださ

い。報告書送付時に、代金と送料実費をご請求しますので、郵便振替にてご送金ください。なお、請求

書類が必要な場合は、申し込み時に種類と書式等をお知らせください。 

・このリストは 2025 年 6 月現在のものです。 

申込先： 日本教育学会事務局 

電 話：03 -3253-6630  Fax：03 -3254-0477  E-mail：jimu＠jera.jp 

住 所 〒101-0041 東京都千代田区神田須田町 2-15-2 クレアール神田 102 
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